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論文審査の結果の要旨 

 本博士号請求論文は、冷戦終結後に拡大した非伝統的安全保障分野における任務、例えば民族紛争における平和維

持・平和強制、人道支援、災害救援、復興支援等の遂行において、軍事専門主義（military professionalism）の再

定義とそれに基づく軍事専門職の養成のあり方をめぐって各国で模索が行われた跡をたどり、軍事専門職教育の今日

的方向性を明らかにしたものである。 

 本論文は序章・結論と本論６章より構成される。本論は第１部（理論的分析）と第２部（事例分析）に分けられる。 

 第１章では、医師や法曹等一般的な専門職に関する研究を踏まえ、軍事専門職に関する先行研究を整理し、軍事専

門職化の分析モデルを導出している。特定任務をもった指導者集団としての将校団の専門職化を描いた部分は軍教育

史の観点から価値がある。社会的な変化が軍事専門職の変化を要請するとする従来の議論に対し、政策過程における

具体的なアクター、とくに政治家と軍事専門職の相互作用を重視するモデルを提示している。 

 第２章では、非伝統的任務、非伝統的任務の増加によって求められるようになった新しい軍事専門主義、そこで生

じている課題について、先行研究の整理を行っている。非伝統的任務の拡大は、警察機能、政治的交渉力・判断力、

文民との協調能力等、軍事専門職にいわば行政官たる能力を要請している。そこに、かかる拡大を不可避として受け

入れる方向とそれが軍事専門職主義の低下を招くとして拒否する方向が現れ、政策論議となって出現した。 

 第３章では、旧ユーゴスラビア、ルワンダ、ソマリア等における平和維持活動を通じて、軍事専門職に求められる

技能が「暴力の管理」から「平和の管理」へと移行してきた過程をたどり、新たな課題に対して取られた政策モデル

を、高等教育の導入と文民組織との統合を受け入れる「適応型」、高等教育を導入せず文民組織との統合も受け入れ

ない「不変型」、高等教育は導入するが文民との統合は受け入れない「技能拡大型」の３つに分類している。 

 第４章では、「適応型」の例としてスウェーデンの政策過程を分析している。スウェーデンではボスニア・ヘルツ

ェゴビナの紛争への関与を契機とした従来の中立政策からの転換を背景として議論が始まり、伝統的なコンセンサス

・ポリティクスの特徴が発揮されて政策が決定された。軍人、官僚、専門家が意見を述べる場が設定され、最後は政

党が主導するかたちで政策が決定された。 

 第５章では、「不変型」の事例としてカナダの政策過程を分析している。カナダではソマリア、ボスニア・ヘルツ

ェゴビナでの経験をもとに議論が行われたが、軍事専門職の変化を強く拒む雰囲気が軍部にあった。政策過程から軍

人は排除され、それゆえ軍内部のコンセンサスが醸成されず、かといって政府は一方的に決めることもできず、政策

変化の実現には至らなかった。 

 第６章は、「技能拡大型」の事例としてオーストラリアを分析している。オーストラリア軍は平和維持活動に積極

的に参加し、政府もこうした活動を自国の国際的地位向上に資するとみなしていた。かかる状況を背景に職業軍人養

成策の改革論議が議会主導で行われたが、そこにはコスト削減という政治的要請が強く入り込んだ。その結果、高等

教育導入ではコンセンサスが得られたが、士官学校の学士課程廃止を含む軍人教育のコスト削減にまで踏み込んだ改

革案は軍・国防省のはげしい拒否にあい、実現しなかった。 

 以上、本論文は、事例研究に国際的な平和維持活動に積極的な国のみが選ばれているため議論の有効性の射程が限

定されるという問題点はあるものの、政治家と軍人官僚を中心とした政策過程におけるダイナミックスが政策選択を

左右しているという本論文の仮説は十分に立証されたと言える。したがって、審査委員会は一致して本論文が博士（国

際公共政策）の学位を授与するに値すると認定した。 


